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不条理な FIT 制度を適用した再エネ電力の地産地消は国民に対する反逆行為

である 
                      東京工業大学名誉教授 久保田 宏 
 
（FIT 制度による国民のお金で支えられる地産地消のメガソーラ事業の不条理） 

 朝日新聞 2016/5/9 の社説に“電力改革と地域社会「地産地消」の新たな姿を”とあった。

この 4 月からの電力小売りの自由化を機に、消費者が電力を自由に選べるようになって、

再生可能エネルギー（自然エネルギーあるいは新エネルギーともよばれている。以下、再

エネと略記）電力の地産地消への取り組みが各地で広がりを見せているとして、そのさら

なる推進を訴えている。 
3.11 福島の原発事故をきっかけに、身近にある再エネへの依存が注目されるようになり、

地産地消の電力・エネルギー事業が各地で起こっているとしたうえで、例として「小田原

メガソーラ市民発電所」の事業が紹介されている。2014 年から市民ファンドとして 1 億円

を集めて発電を始め、年間発電量 約103万kWhで300世帯分の電力を賄っているとある。

ただし、一世帯当たりの月平均電力消費量は 286 kWh（＝(103 万 kWh/年）/ 300 /（12 月/
年)と計算される。なお、日本エネルギー経済研究所（以下、エネ研と略記、文献 1 ）のデ

ータから、2014 年度の全国平均の一世帯当たりの電力消費量は 411 kWh/月と計算される

が、この発電量から、太陽光発電設備（家庭用以外、メガソーラ）の年間平均設備稼働率

を 11 % として計算すると、設備容量 1,070 kW（＝（103 万 kWh/年）/（8,760 h/年）/ (0.11) ）
のメガソーラが建設されたことになる。この発電設備の建設と維持の費用を 50 万円/kW と

すると、約 5 億円（＝（50 万円/kW）×（1,070 kw））の設備建設・維持費が必要になると

試算されるから、市民ファンド 1 億円との差額 4 億円程度を、このメガソーラ設備の運営

企業が負担したことになる。再エネ電力の利用拡大のための国の「再生可能エネルギー固

定価格買取制度（FIT 制度）」を適用して、このメガソーラの生産電力の買取価格を 38 円

/kWh（当時の価格、現在は低下しているが、契約時以降も設備の認可を受けた時の契約価

格で買取って貰える仕組みになっている）として、年間の電力売上金額は、約 4,000 万円

（=（38 円/kWh）×(103 万ｋWh)）になる。この売り上げで、設備投資金額の 5 億円を回

収するには、12.5（＝(5 億円) / (4,000 万円)）年かかると計算されるが、FIT 制度によるメ

ガソーラ電力の買取は、20 年間続くことになっているから、この 20 年から 12.5 年を差し

引いた 7.5 年間の事業収益は 3 億円（＝（4,000 万円/年）×7.5）と概算される。この収益

金を、この事業への投資金額に比例して配分すると、この収益金の 8 割程度が中央のメガ

ソーラ設備の運営企業に持って行かれることになる。 
問題はそれだけではない。再エネ電力への FIT 制度の適用では、この電力の買取金は、

広く全ての国民の家庭用の電力料金の値上げによって賄われることになるから、結局、こ

の市民発電所は、中央の私企業としてのメガソーラ事業者のために、せっせと全国民から
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お金を集めて貢いでいることになる。 
これでは、一体、誰のための市民発電所事業であろうか？ また、国民の声をリードする

としている新聞が、何のために、このような理不尽な地産地消の再エネ電力生産事業の推

進を、その社説で訴えるのであろうか？ 
  
(FIT 制度による家庭用電力料金の値上げは、電力の自由化後も続く) 
このようなメガソーラ電力生産事業を全国展開した場合について考えてみる。いま、一

般電気事業者（自由化前の電力会社）による家庭用電力の 4 % が再エネ電力（太陽光発電

を主体とする再エネ）で賄われて、その FIT 制度による買取価格を 36 円/kWh とすると、

家庭用電気料金の値上げ金額は、1.44 円/kWh ( = (36 円/kWh)×0.04)と計算される。この

値は、いままで地域電力を独占していた各電力会社ごとに異なるはずで、私の居住地域の

東京電力の電気料金等領収書の再エネ発電賦課金額を電力使用量で割って求めた東京電力

管内の再エネ電力賦課価格（再エネ電力の利用による電力料金の値上げ額）を、昨年度（2015
年度）の電力料金の領収書から計算すると、1.57 円/kWh となり、上記の推定計算値に近い

値が得られる。 
今年（2016 年）の 4 月から、家庭用電力の小売りが自由化されるなかで、政府は、地球

温暖化の防止に貢献することされる再エネ電力の利用を拡大させるために、今後も、FIT
制度を継続するとしている。したがって、消費者の多数が 4 月以降、新規電力供給事業者

としてメガソーラを主体とする再エネ電力生産者との電力購入契約を増やして、再エネ電

力利用量を増加させれば、家庭用電力料金の再エネ発電賦課金額が増加することになる。 
今回の自由化を前に、資源エネルギー庁は、この値上げ幅が 2.25 円/kWh になると発表

している。と言うことは、この 4 月以降の再エネ電力の平均買取価格を 35 円/kWh とする

と、家庭用電力供給量のなかの再エネ電力の比率が 6.4%（＝0.064 = (2.25 円/kWh) / ( 35
円/kWh)に増えると想定していることになる。したがって、今後、家庭用供給電力のなかの

再エネ電力の比率を、例えば 30 %まで増やす場合、FIT 制度での買取価格が 30 円/kWh に

下がっても、家庭用電力の再エネ賦課価格は 9 円/kWh(=（30 円/kWh)×0.30）となる。こ

れでは、貧乏人はたまったものではない。 
 
（再エネ電力利用拡大のための FIT 制度は、その発祥の地、EU で曲がり角に来ている） 
この FIT 制度の適用による再エネ電力の利用拡大は、地球温暖化対策として、EU 諸国

で先行して実施されていた。その EU 諸国で、再エネ電力の利用拡大によって、図 1 に示

すように、家庭用電力の料金が大幅に値上がりした。その結果、市民の反発を受けて、FIT
制度での買取価格が高い太陽光発電の設備容量の年次増加に、図 2 に示すような、2012 年

以降の急速な停滞が見られるようになった。 
実は、再エネ電力の利用・拡大をリードしてきた EU 諸国をはじめ世界の再エネ電力の

主体は、太陽光ではなく風力である。発電量ベースで風力発電量/太陽光発電量の比率の値
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（2014 年）を計算して示した表 1 に見られるように、日本は世界各国に較べて一桁以上

低い値を示す特異な国であると見ることができる。したがって、もし、日本が現状のまま、

太陽光発電主体の再エネ電力の利用・拡大に FIT 制度の適用を進めると、家庭用電力料金

は、間違いなく世界一になる。ただし、後述するように、太陽光発電には、そのような導

入可能量（ポテンシャル）はないから、そのようなことにはならないであろう。 
 

 

図 1  世界各国の電力料金（家庭用）の年次変化 
  （エネ研データ（文献 1 ）記載の IEA データをもとに作成） 

 

図 ２ 世界各国の太陽光発電設備容量の年次変化 
  （エネ研データ（文献 1 ）記載の BP 社のデータをもと作成） 
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表 ⅰ 世界各国の風力発電量/太陽光発電量の比率（2014 年）の値 
  （エネ研データ（文献 1 ）記載の BP 社データをもとに、作成） 
 

  ドイツ  ｲｷﾞﾘｽ  ｲﾀﾘｱ ﾌﾗﾝｽ ｱﾒﾘｶ 中国 インド 日本 世界 

風力/太陽光比*1   2.13    5.57   1.06  3.67  8.22   9.31   5.11  0277   4.70 
 

注 *1 ；風力発電量/太陽光発電量 比率、設備容量の値から発電量の値を推定して計算した。 

 
以上から明らかなように、朝日新聞の社説が主張する FIT 制度の適用を前提とした地産

地消のメガソーラの利用・拡大は、全国民、特に貧しい人々から集めたお金を、メガソー

ラの設備建設の事業者に貢ぐことで、いま、問題になっている貧富の較差を拡大するだけ

の、まさに、社会正義に反する、民主主義国家では許されない行為と言わざるを得ない。 
 

（地球温暖化対策としての再エネ利用拡大を目的とした FIT 制度は、速やかに廃止され

るべきである） 
では、何故、いま、再エネ電力の利用を拡大しなければならないとして、このような理

不尽なことが起こるのであろうか？それは、日本政府が国策として推進しているエネルギ

ー政策のなかに、地球温暖化対策の問題が迷い込んでいるからである（文献 2 ）。 
いま、IPCC（気候変動に関する政府間パネル、国連の下部機関）が主張する温暖化の脅

威を防ぐためには、その原因とされている CO2 の排出を削減するために、国民に経済的な

負担をかけても、エネルギー源としての再エネの今すぐの利用・拡大が図られなければな

らないと殆どの人が思い込まされている。この今すぐの再エネの利用・拡大を促すために

考えられたのが FIT 制度である。 
EU で考えられたこの FIT 制度の導入に対して、はじめ、日本国内では、この制度の適

用による電力料金の値上げが、産業の発展を妨げるとして、産業界による強い反対があっ

た。これに対して、鳩山 25 %の CO2排出削減を訴えていた民主党政権下の政府は、産業用

電力料金に対する配慮を行うことで産業界を説得して、この FIT 制度の導入を閣議決定し

たのが、奇しくも、3.11 福島原発事故当日の午前であった。その日の午後に起こった原発

事故の後で、脱原発に宗旨替えをした菅直人元首相が、原発電力の代替には自然エネルギ

ー（再エネ）が必要だとして、自分の首（首相の地位）と引き換えに成立させたのが、こ

の FIT 制度である。すなわち、地球温暖化対策としての再エネ電力の利用・拡大のための

FIT制度が、原発電力の代替の今すぐの再エネ電力の導入のためのFIT制度に姿を変えて、

2012 年 7 月に施行された。 
したがって、EU、特に、それをリードしていたドイツに較べて、その導入が７年近く遅

れた日本での再エネ電力の導入のための FIT 制度では、その目的の中に、原発電力の代替
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としての今すぐの再エネ電力の利用が求められた。とは言え、基本的には、地球温暖化対

策としての再エネの利用・拡大と、そのための FIT 制度であることは、EU と変わらない。                                                                                        
いま、地球上に住む全ての人類にとっての脅威であるとされる地球温暖化は、人類の生存

と産業活動に伴う CO2 の排出に起因するとされている。しかし、これは、IPCC による科

学の仮説である。すなわち、IPCC の第 5 次評価報告書（2013 ~ 2014 年）をもとにした私

どもの調査研究の結果では、CO2 の排出削減によって IPCC が主張する温暖化を防げると

する科学的根拠は存在しない。さらに、また、世界各国が、枯渇の迫っている化石燃料を

分け合って大事に節約して使えば、IPCC が主張するような今世紀中の温暖化の脅威をもた

らす CO2 の地球大気中への放出は起こらない。これを言い換えれば、温暖化を防止すると

して、化石燃料の代替として.今すぐの再エネ電力の利用・拡大を進める必要は存在しない

し、そのための FIT 制度の存在意義もなくなる（文献 2 参照）。 
最近、私の聞いた話では、いま、長野県の蓼科霧ヶ峰高原で、牧野組合所有の遊休地 188 

ha が売りに出され、そこに、東京の企業が 89 MW のメガソーラを建設することが計画さ

れている。長野県では、今年度からメガソーラの設置には、県による環境アセスメントを

必要とするとの改正が行われたために、設置までに 3 年近くが必要とされるようになった

が、それでも、現在、諏訪 6 市町村で、20 件もの 1000kW 以上のメガソーラの新設計画の

申請があって、この設置のための森林の伐採や、景観の破壊など、深刻な環境影響が心配

されるとして、地域住民による計画の破棄を求める運動が起こっているとのことである。

同様なことが国内各地で起こっているようである。 
しかし、これらのメガソーラの利用計画は、それを支えている FIT 制度がなくなれば、

成り立たない。すなわち、国民の利益に反するだけでなく、その立地の地域住民も反対し

ているメガソーラの利用・拡大を阻止するためにも、今すぐの再エネ電力の利用・拡大を

目的とした FIT 制度は、速やかに廃止されなければならない。 
 
（地産地消にならないメガソーラーは廃棄物の山を残して消え去る） 
もちろん、いま、電力生産の主体を担っている化石燃料が、やがて、枯渇に近づいたと

きには、私どもの生活と産業のためのエネルギーは再エネ電力に頼らざるを得なくなる。

しかし、そのときに頼るべき再エネ電力は、現状で最も安価に供給される石炭火力の発電

電コストが資源枯渇の影響を受けて高くなったときに、FIT 制度の適用無しで、より安価に

供給可能な再エネ電力でなければならない。 
現状の化石燃料発電主体の電力の代替として使用できる再エネ電力では、その発電設備

の製造･使用に要する金額（発電コスト）が、設備の使用期間（寿命）中の発電量の販売金

額で回収される必要がある。私ども（文献 2 ）は、これを可能にする設備の製造・使用の

金額を化石燃料発電の代替を可能とする「限界設備価格（ L ）」として、再エネ電力が化

石燃料による火力発電に代替、利用できる条件とした。現在、FIT 制度の対象とされている

再エネ電力の種類別に、その試算値を、FIT 制度の施行時に政府が、再エネ生産が収益事業
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として成立するために必要と認めた「設備コスト( T )」 の値とともに表 2 に示した。 
もう一つ化石燃料発電代替の再エネ電力の利用・普及のためには、現在の化石燃料発電

主体の国内総発電量（国民の省エネ努力もあり 2000 年代に入って殆ど変っていない）との

比較でのそれぞれの「再エネ電力の導入可能量（ポテンシャル）」の値が問題にされなけれ

ばならない。この導入ポテンシャルの国内発電量に対する比率の試算値を表 3 に示した。 
 
表２ 再エネ電力利用でのエネルギー源種類別「限界設備価格」の試算結果  

（文献 2 から引用、計算の方法等詳細は文献 3 参照） 

 
          太陽光（家庭外）太陽光（家庭） 風力 (陸上) 風力（洋上）中小水力   地熱 
限界価格 L*1（万円/kW）  11.8        11.4      48.9~41.5    60.8~53.2    153~149   124~121   

設備ｺｽﾄ T*2 （万円/KW）    52.5         51.3        36~125      36~125     104~125   129~195 

 

注  *1 ；再エネ電力生産により発電用の化石燃料の輸入金額が節減でき、その金額を国の補助金として、事業者に交付

できるとしたときの「限界設備価格」L の略.。設備コスト T の最小値と最大値に対して計算した。ただし、現行の化石

燃料主体の市販電力の単位発電量当たりの輸入化石燃料CIF 価格を 6.53円/kWh とした。 *2  ；政府の決めたFIT 制

度での設備建設コスト T 、設備建設費に設備維持費｛（年間設備維持費）×（使用年数 Y）｝を加算して求めた値、設備

規模の最大と最小に対する値を示した。 

 
表 ３ 再エネ電力種類別の「導入可能量（ポテンシャル）」の推定値の対国内発電量比 
（文献 2 から引用、環境省の調査報告書をもとに作成した。 計算方法等詳細は文献 3 参照） 

 
太陽光（住宅）太陽光（非住宅）風力（陸上）風力（洋上）中小水力 地熱 ﾊﾞｲｵﾏｽ*1   

対国内発電量比率*1 %    2.7        10.2         60.1         411       7.1    7.5    ( 0.8 )  

 

注 *1 ；各再エネ電力種類別の導入ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙの値の国内合計発電量（2010 年度）1,156,888 百万 kWh に対する比率 

 
先ず、表 2 に示す限界設備価格 L と現状の設備建設コスト T の値の対比から判るように、

FIT 制度の適用無しでも安価に利用できる可能性のある再エネ電力としては地熱や中小水

力が優先的に使用されるべきである。しかしながら、これらの再エネ電力の導入ポテンシ

ャルの国内発電量に対する比率が、表 3 に示すように地熱で 7.5 %、中小水力で 7.1 % と
非常に小さい。したがって、表 2 に示す L と T の値の比が地熱や中小水力に較べてやや小

さいが、表 3 に示す導入ポテンシャルの現状電力量に対する比率が 4.7 倍（＝471 %）もあ

ると見積もられている風力発電が、将来的な利用の主体になると考えられるべきである。 
いま、EU で、そして世界で、再エネ電力の主体は風力である。日本で、この風力の利用

が遅れているのは、発電の適地が需要地を遠く離れていて、送電線の新設が必要だからと
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されている。しかし、導入ポテンシャルの大きい風力発電の適地は広く国内に分布してお

り、送電線を理由にして風力発電の利用を拒むのは、FIT 制度の適用で、メガソーラに高い

買取価格を設定して、優先的な利用拡大を進めている政府の言い逃れであると言ってよい。 
以上から、将来的にも、FIT 制度の適用無しには、その利用・拡大を図ることができない

メガソーラは、何か特別の理由が無い限り、利用の対象から外されるべきである。地産地

消の再エネ電力として、FIT 制度の適用無しにはその利用が拡大できないメガソーラは、い

ずれ、廃棄物の山を残して消え去るであろう。ただし、既設のメガソーラの生産電力を、

国は、国が決めた 20 年間、契約時の高値で買い取り続けなければならないから、国民はそ

のお金を、そのメガソーラ設備の事業者に、貢ぎ続けなければならない。地産地消の電力

生産のためとして、このような不条理が許されてよいのであろうか？ 
 
最後に、朝日新聞社にもの申したい。新聞の使命は、国の誤った政策を批判して改めさ

せることである。それができなくて、かつての日本は戦争に引き込まれてしまった。いま、

国のエネルギー政策についても、先に、再エネとしてのバイオ燃料の利用・拡大を訴えた

この新聞を批判する私の投稿には耳を貸して貰えなかった。このバイオ燃料開発の国策は、

何の成果をもあげることなく 5 年間で 6.5 兆円の税金を浪費した（文献 3 ）。 また、昨年

（2015 年）の「水素エネルギー元年」を社説でとりあげる不見識を批判する私の投稿も無

視されたままである。この地産地消のメガソーラの利用拡大の政策も、数の多数を背景に、

権力を乱用している安倍政権の誤ったエネルギー政策の一環である。言論の公器としての

新聞が、政府のお先棒を担いで今回のような社説を掲載する必要はどこにもないどころか、

敢えて言えば、これは、国民に対する反逆行為である。 
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